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【研究要旨】 

 本研究は、「日本人の食事摂取基準」を活用した食事ガイドの普及および食行動変容に資する情報発信方法

を検討することを目的とし、はじめに食品選択をはじめとする行動変容を惹起する視覚情報提示を検討すること

を目的として、日本語の査読付き研究を対象にシステマティックレビューを実施した . 医中誌 Web および

JMEDPlusJ を用いて 2024 年 10 月までに公開された文献から 12 件計 4077 名の研究（観察研究 1 件、介入研

究 11 件、うちデジタル介入が 3 件）を検討した. 提示された視覚的情報の構成要素として、色彩、背景色、栄養

表示、機能性ラベル、キャッチコピー、パッケージデザインなどが確認され、表示の有無や内容によって食品選

好や選択に変化が見られた. とりわけ「野菜たっぷり」などのポジティブな訴求表示や信号表示は一定の影響を

及ぼしたが、減塩の強調表示に関しては統計的に有意な効果を示さない研究も含まれていた. また、性別や高

血圧の既往歴など個人属性に応じて視覚提示の効果に差異があり、栄養成分表示の認知と実際の購買行動と

の間には乖離が存在することも示唆された.  

さらに、2 段階構成の横断的オンライン調査を実施した. 諸外国の食事ガイドに含まれた 3 種デザイン（図と文

字によるデザイン A・イラストによるデザイン B・イラストと文字解説によるデザイン C）に関する嗜好評価・認知評

価、食生活関連情報の利用実態、および生成 AI チャットボット（ChatGPT、Claude、Gemini 等）の食情報利用

状況について検討した.  

 デザイン評価においてはデザイン B が最も安定して選好される傾向が示唆された. 認知評価においては、信

頼性・行動意図において B・C が優位であり、「内容が信頼できる」の認知スコアが野菜摂取意図へ関連する可

能性が示唆された. 食行動変容に繋がる情報媒体利用については、テレビおよび友人・知人・家族からの情報

取得が主要チャネルである一方、YouTube 動画・レシピサイトなどデジタル・動画系媒体の利用も広く普及して

いた. レシピサイトを実践的目的で利用する割合は女性において男性より高く、利用目的に性差のある可能性

が示唆された. 生成 AI の食情報取得利用については、利用していないと回答した者が大多数を占め、高頻度

利用者は少数に留まった. 食事関連での生成 AI 利用は他の健康関連項目と比較して相対的に多い傾向があ

る一方、最も信頼する情報源として生成 AI を挙げた割合は低く、現段階では生成 AI が食行動変容に及ぼす

影響は小さく探索的・補助的な活用にとどまる可能性が示唆された.  

 以上より食事ガイドの普及の手段として、信頼性を重視しイラストを用いたデザインの有効性、性差を考慮した

情報発信およびデジタル展開の必要性、生成 AI チャットボット導入の課題が示唆された.  

Ａ．研究目的 

本研究は，厚生労働省の「日本人の食事摂取基

準」を活用した食事ガイドの普及および食行動変容

に資する情報発信方法を検討することを目的とし，

国民の食情報取得行動の実態と栄養バランスガイ

ドデザインの嗜好を明らかにすることを目的とした．

Ｂ．研究方法 

レビュー

医中誌Web および JMEDPlusJの 2 つのデータベ

ースを用いて、視覚提示と食行動に関する日本語

文献を系統的に検索した. 検索語は「視覚」「色彩」

「食品表示」「パッケージ」「デザイン」「食行動」「選

択」「嗜好」など視覚的要素に関連する情報を網羅

的に抽出することを意図し対象をヒトに限定し検索

式を作成した（表１）. 検索対象の期間に制限は設け

ず、2024年 10 月までに公開された日本語文献を

対象とした. 包含基準としては、視覚的提示と食行

動の関係を分析している研究を対象とし、行動変容

に関する定量的もしくは定性的データが報告されて

いる文献とした. なお総説、疾患の病態生理、医療
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従事者教育、食育活動に関するものや、人を対象と

しない動物実験、技術研究を除外した.  

各文献について、対象人数、対象集団（成人、小

児、大学生などの属性）、研究デザイン（介入・観

察、デジタル/非デジタル）、曝露（視覚提示や表示

内容など）、および結果（行動変容の内容や効果）を

抽出項目として整理し、比較検討を行った.  

文献の検索および抽出は外部機関（一般財団法

人国際医学情報センター）に委託して実施し、客観

性を担保した.  

オンライン調査

本研究はアンケート配信サービスを用い2段

階構成の横断的オンライン調査として無記名にて実

施した（表１）． 

スクリーニング調査対象者は n = 47,920 名（男性

48.9%・女性 51.1%，平均年齢 49.1 ± 16.8 歳）本調

査対象者はスクリーニング回答者から層別抽出した

2,500 名（男性 1,250 名・女性 1,250 名；各年代約

200 名）であった．

3種のデザインは諸外国で過去食事ガイドの教育・

普及に使用された3種類の異なるデザイン（図と文字

によるデザイン A・イラストと文字解説によるデザイン 

B・イラストによるデザイン　C）を提示して比較した。

嗜好評価は 3 デザインを好みの順に順位付けし，認

知評価は各デザインについて複数項目を 5 件法で

評価した．メディア利用は複数媒体について食情報

への主な利用目的を調査した．本調査においては，

行動変容ステージをトランスセオレティカルモデル準

拠の 7 段階で測定し，食物摂取頻度は複数食品群

を 5 件法で，情報収集行動は複数トピックについて

情報収集手段・生成 AI 利用頻度・信頼性をそれぞ

れ複数の選択肢で測定した．

 デザイン間比較にはノンパラメトリック検定（3 群対

応）および多重比較（Bonferroni 補正）を，サブグル 

ープ比較には群間比較検定を用いた. 相関分析に

は Spearman 順位相関係数を，予測モデルには順序

ロジスティック回帰（目的変数：野菜摂取意図の順序

カテゴリ）および二項ロジスティック回帰（目的変数：

食事関連の生成 AI 高頻度利用の有無）を用いた.

有意水準は α = 0.05（両側）とした.

（倫理面への配慮）

 本研究はオンラインパネルを利用した匿名の横

断的調査であり，個人が特定される情報は収集して

いない. 調査への参加は任意であり，回答の送信を

もって同意とみなした. 本調査は千葉大学西千葉地

区理工系生命倫理委員会の承認を得て実施した.  

Ｃ．研究結果 

レビュー

検索により得られた 35 件の文献から重複を除去

し、タイトルとアブストラクトから除外論文のスクリーニ

ングを実施した後、全文を入手可能であり、かつレビ

ューの目的に合致する 12 件の査読対象文献を最

終的に選定した.

レビュー対象となった 12 件の文献 3)-14)は、2000

年から 2023 年の間に発表されたもので、対象者数

は総計 4077 名（最小 5 名、最大 1500 名）であった. 

対象集団は、大学生 7)11)、幼児 13)、一般成人 3)-7), 8)-

10) （地域在住者、消費者）が含まれ、ライフステージ

や背景によって視覚提示への反応に違いがみられ

た.

提示された視覚的情報の構成には、具体的に以

下の要素が含まれていた： 

•色彩（背景色、ラベル色、製品色）10）、14）

•表示情報（栄養表示、機能性ラベル、食塩量、キ

ャッチコピー）3)-6), 9)-12)

• グラフィック要素（イラスト、マーク、写真）5)-8)

•パッケージ構成（配置、レイアウト）6)-8)

例えば「野菜たっぷり」などの表示項目、価格、トクホ

マークの有無が食品行動選択に影響していた 6), 9), 

11).  

視覚情報提示が食品選択や嗜好に対して及ぼす影

響を示唆した研究は 10 件であった 3)-13). 具体的に

は、情報表示がある群で、低食塩食品の選択率が

上昇した研究 3),9)であり、性別や疾患既往の有無と

いった個人因子によって視覚提示の効果が変化し

ており、例えば高血圧の診断歴がある男性では食塩

表示の行動誘導効果が強いことが報告されている
3）. 食品選択行動については情報提示の影響よりも

年齢や性別の影響が大きいことが示唆されており、

例えば、栄養表示を認知していても、それを購買行

動に反映する割合には性別や年齢による差が存在

していた 14). 

オンライン調査

１．栄養バランスガイドのデザイン評価 

（1）デザイン嗜好評価（順位）
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 3 デザインの順位分布についてデザイン A は 1

位選択率が最も高い一方，3 位選択率も高く評価の

二極化が示唆された．デザイン B は平均順位が最

良であり，安定して好まれる傾向が示された．デザイ

ン C は全体的に最も選好されにくい傾向にあった．

(表 2)

（2）デザイン認知評価

全評価項目においてデザイン間に有意差が認

められた．見た目として好ましい・内容が信頼できる・

家族・友人に共有したい・行動意図（野菜摂取）にお

いてはデザイン B・C がデザイン A を上回る傾向が

示された．特に「野菜を食べようと思う」ではB・CがA

より良好な傾向にあった． 

一方，情報量の負担感（逆転項目）ではデザイ

ン Aが B・Cを上回り，デザイン Aが最も情報量の負

担感の少ないデザインである可能性が示唆された．

B・C は情報の充実により認知的負担が生じやすい

反面，信頼性や行動意図への正の関連が高い傾向

が示された．

（3）属性別サブグループ分析

 性別・年代・婚姻状況の別にデザイン評価を比

較した結果，検討した 36 比較のうち 35（97.2%）で有

意差が認められた（Kruskal-Wallis，p < .05）．性別

では，男女ともに B・C で行動意図スコアが良好であ

り，女性は全デザインに対して男性よりも肯定的な評

価傾向がみられた．年代では，20～40 代において

B・C への見た目評価が相対的に高く，60 代以上で

は評価の分散が拡大する傾向がみられた．婚姻状

況では，既婚者は未婚者と比較してデザイン Cの行

動意図評価がより良好な傾向がみられた． 

（4）認知評価から行動意図

各デザインの評価 4 項目（見た目・読みやすさ・

信頼性・要点明確さ）を予測変数として，野菜摂取

意図（5 件法）を目的変数とした比例オッズモデルを

構築した．全デザイン・全 4係数（計 12係数）につい

て p < .001で有意な正のオッズ比が確認された．「内

容が信頼できる」のオッズ比（OR = 2.13～2.42）が他

の 3項目を一貫して上回り，信頼性が行動意図への

主要な関連因子である可能性が示唆された． 

２．食生活関連情報の媒体利用実態 

（1）主要媒体利用率(図１)

食生活関連情報の媒体利用率はテレビおよび

友人・知人・家族からの取得が主要チャネルであっ

た．Web ニュースやレシピサイトおよび YouTube 動

画，雑誌・本・新聞がこれに続き，デジタル・動画系

媒体の利用も広く普及しており，情報接触経路の多

様化が示唆された． 

図 1．食生活関連情報の媒体利用率（全 19媒体） 
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（2）媒体利用の性差

男女ともにテレビの利用率が最も高く，次いで

友人・知人・家族からの情報取得が多かった．Web

ニュースは男女差が小さく，ほぼ同程度の利用率で

あった．レシピサイトは女性において男性より高い利

用率を示す傾向が認められた．（表 3）

 利用目的の性差については，食生活に関する

知識取得・健康情報収集を目的とした利用割合は

男女で概ね同様の傾向であった．一方，「レシピや

献立の参考にする」目的でのレシピサイト利用は女

性に高く，実践的な食事準備に関連した利用目的

に性差がある可能性が示唆された． 

３．生成 AI の食情報利用状況 

（1）利用頻度

食事関連での生成 AI 利用頻度については，利

用していないと回答した者が大多数を占め，高頻度

利用者（ほぼ毎日または週複数回）は少数に留まっ

た．生成 AI の食情報利用は他の健康関連項目と比

較して相対的に多い傾向があり，利用目的はレシ

ピ・献立や食材情報が主であった．年代・性別別で

は，比較的若年の男性層および中年の女性層でや

や利用者が多い傾向が示唆された． 

（2）信頼性との関係

食事について毎日生成 AI を利用すると回答した

者における最も信頼する情報源は，インターネット検

索・本・雑誌・専門家の順であり，生成 AI を最も信

頼すると回答した割合は食事 7.5%と最も低かった

（育児 20.2%，薬 15.5%，運動 14.3%と比較）．生成 AI

高頻度利用群と低頻度利用群の比較では，生成 AI

を最も信頼するとした割合に差がみられた． 

（3）生成 AI 高頻度利用の関連

食事での生成 AI 高頻度利用（週 1 回以上）を

目的変数とした二項ロジスティック回帰の結果，「忙

しさ」（OR ≈ 2.0，p = .001）および「生成AIへの信頼」

（OR ≈ 2.4，p = .009）が正の関連を示した.  

（4）行動変容ステージとデザイン評価

 行動変容ステージ分布は，改善意欲のない層

（前熟考期14.4%＋熟考期22.2%）が36.6%を占めた．

行動変容ステージとデザイン行動意図の関連を検

討した結果，全デザイン・全項目で有意差が認めら

れた（Kruskal-Wallis，p < .001）．デザイン B・Cの野

菜摂取意図はステージが高い群でより良好な傾向

がみられるとともに，ステージが低い群においても相

対的に好意的な評価を維持する傾向がみられた． 

Ｄ．考察 

レビューの結果から、本邦における視覚的情報提

示による食行動変容への影響は、研究が限定され

ており、その効果の検証に至るほどのエビデンスが

集積していないことが明らかとなった。特に視覚情報

のデザイン、提示内容は個人属性との相互作用が

行動変容に影響を及ぼす可能性が高い。 

調査研究では，食行動変容に資する情報の提示

方法について，デザイン，食情報媒体の利用状況，

生成 AI の利用実態を踏まえ，今後の情報発信のあ

り方を検討した. その結果，イラストによるデザイン B

は，嗜好評価および認知評価の複数指標において

比較的高い水準を示し，採用候補として有力である

可能性が示唆された. また，順序ロジスティック回帰

の結果から，「内容が信頼できる」という認知が行動

意図と関連しており，情報設計においては視認性や

親しみやすさに加え，科学的根拠や公的機関の関

与を示すことの重要性が示された. 一方で，デザイ

ン B および Cは認知評価に優れる反面，情報量の

負担感も高い傾向にあり，情報の充実と負担感との

間にトレードオフが存在する可能性が考えられた.

そのため，今後は対象者や媒体特性に応じて情報

密度を調整する必要がある.

さらに，食情報の取得媒体としてはテレビや対人コミ

ュニケーションが主要である一方，YouTubeやレシ

ピサイトなどのデジタル媒体も広く利用されていた. 

とくに女性ではレシピサイトの利用割合が高い可能

性があり，対象者属性と媒体特性を踏まえた情報提

供が求められる. したがって，栄養バランスガイドに

ついても，紙媒体に加えてスマートフォンや Web で

活用しやすい形での提供を進める必要があると考え

られる.  

生成 AI の利用は現時点では限定的であり，信頼

できる主要な情報源として位置づけられているとは

言い難かった. ただし，多忙で生成 AI を信頼する層

では一定の利用傾向がみられ，現段階では補助的

な情報取得手段として用いられている可能性がある. 

今後は，生成 AI の普及動向を継続的に把握しつ
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つ，公的情報との接続を含めた活用のあり方を検討

する必要がある.  

以上より，本研究は，信頼性を明示した栄養情報設

計の重要性，多媒体展開の必要性，生成 AI の補助

的活用の可能性，ならびに脆弱層への包括的支援の

必要性を示した.  

Ｅ．結論 

 本研究では，日本人における栄養バランス情報

発信方法のデザイン嗜好性，食情報媒体利用の差，

生成 AI 利用状況を検討した. イラストを用いたデザ

インが嗜好・認知・行動意図の複数指標において比

較的バランスよく高水準を示す可能性が示唆され，信

頼性を前面に打ち出した情報設計が行動変容意図と

の関連することが示唆された．また，デジタル媒体の

普及を踏まえた食事ガイドの多媒体展開と，生成 AI 

活用の実態に即した実装が今後の課題として考えら

れる．行動変容ステージが低い層への動機付けにつ

いても，今後の課題として考慮する必要がある．なお

本研究は横断的調査設計であり因果推論はできない

こと，オンラインパネルの偏りが問題となる可能性があ

ること，実際の食行動変化を測定したものではないこ

とに留意が必要である．

Ｆ．健康危険情報 

なし 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 
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